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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 案件名：コミュニティ･アプローチによるマナー県復

旧 ･ 復 興 計 画 （ Mannar District Rehabilitation and 
Reconstruction through Community Approach Project：
MANRECAP） 

分野：平和構築/農村開発 
 

援助形態：PROTECO（提案型技術協力）・（株）エム

アンドワイコンサルタント委託 

所管部署：スリランカ事務所 協力金額（評価時点）：4.77 億円 

協力期間 

（R/D）2004 年 3 月 25 日～

2008 年 3 月 24 日 
 
（延長） 
（F/U） 
（E/N）（無償） 

先方関係機関：国家建設・エステートインフラ開発省、

北部州政府、マナー県 

日本側協力機関： 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）ではタミル過激派「タミル・

イーラム解放のトラ（Liberation Tigers of Tamil Eelam：LTTE）」が、北東部の分離独立を目的

として政府軍と闘争を続けてきたが、ノルウェー政府の仲介が奏効し、2002 年 2 月に政府と

LTTEが無期限停戦に合意した。しかし、約 20 年にわたる長期間の内戦により、北東部州及び

周辺地域は荒廃し、80 万人以上の難民・国内避難民が発生した。住民は劣悪な環境の下で生

活しており、その解決に向けたインフラ復旧整備とコミュニティの能力の復興が求められてい

た。 

これらの経緯を踏まえ、JICAは 2002 年 10 月に包括的プロジェクト形成調査を実施し、難民・

国内避難民への支援ニーズを確認した。この結果を受け、本案件のプロジェクト形成調査を

2003 年 9 月及び 12 月に実施し、スリランカ政府と 2004 年 3 月 2 日に討議議事録を署名し、「コ

ミュニティ・アプローチによるマナー県復旧・復興計画」（以下、「本プロジェクト」）が開始さ

れた。 

本プロジェクトは北部のマナー県（貧困層が特に多く、行政サービスや支援が十分に行き届

かない地域）において、生活に必要なコミュニティ基礎インフラの「復旧」と復旧したインフ

ラの利活用を中心とした社会経済活動に係るコミュニティの能力の「復興」を促進し、住民組

織（Community Based Organizations：CBOs）を中核として住民自らが復旧・復興事業を自立的・

継続的に実施できるよう支援することを目的としている。 

本プロジェクトは、4 つのステージから構成された。第 1 ステージでは、対象村の選定やコミ

ュニティ活動計画（Community Action Plan：CAP）の策定が行われ、第 2 ステージでは、コミュニ

ティ・コントラクトによる基礎インフラ整備や行政官の研修が実施された。第 3 ステージでは、

整備された基礎インフラを活用した社会経済活動の支援が行われた。そして、第 4 ステージでは、

それまでの経験に基づいて、社会経済活動に関するCBOsのマネジメント能力の形成を支援した。

2006 年 3 月に実施した中間評価では、本プロジェクトが採用したCAP及びCMR1方法が、対

                                                        
1 CMR（Community Managed Rehabilitation）：本プロジェクトでは、村での小規模基礎インフラの復旧をコミュニティが請け

負う方法をCMRと呼んでいる。CMRでは、コミュニティにおける社会的動員と能力形成をめざしている。 
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象住民の積極的な姿勢や行動につながったことが確認された。そして、このような変化が困難

な状況にもかかわらず、プロジェクトの最初の 2 年における成功をもたらした。本プロジェク

トにおける注目すべき特徴は、これが北部地域における復旧・復興事業として、初めて広範な

社会的動員を実現したことにある。なお、PDMが、中間評価団による提言に基づいて改定され

た。 

その後、2006 年 8 月以降の治安状況の悪化は、計画されたプロジェクト活動の実施に大き

な影響を与えた。結果として、LTTE支配地域へのEntry/Exit ポイントが頻繁に閉鎖されたり、

日本人専門家がプロジェクトサイトからくり返し待避する事態に至った。このような不安定な

治安状況は、プロジェクトスタッフ、車両、機材や資材の移動や運搬の制限、プロジェクト活

動における人々の参加への負のインパクトなどをもたらした。治安状況の悪化にもかかわら

ず、ほとんどの活動が計画どおり実施されたが、いくつかの活動は断念せざるを得なかった。

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、スリランカ北部マナー県のコミュニティを対象に、基礎インフラの「復

旧」及び復旧したインフラの利用・活用を中心とした、社会経済活動に係るコミュニティの能

力の「復興」を支援し、その結果、住民組織を中核として住民自らが復旧・復興事業の立案か

ら実施・運営管理まで自主的・継続的に実施できるよう支援するものである。 

 

（1）上位目標 

対象村の社会経済状況が向上することによって対象村の人々が「平和の配当」を実感す

る 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、住民が生活向上とコミュニティの発展のために自立的

に行動できる 

 

（3）アウトプット 

1．参加型によるコミュニティ行動計画が策定される 

2．コミュニティの基礎インフラが復旧される 

3．CBOsが社会経済活動を行うために必要な能力を身につける 

4．行政官と対象村のCBOsの協働関係が強化される 

 

（4）終了時評価時点での投入 

1）日本側 

長期専門家派遣：8 名   機材供与：530 万円 

短期専門家派遣：4 名   研修員受入れ：6 名 

2）相手国側 

カウンターパート配置：12 名 

事務所提供、ローカルコスト負担：1,730 万スリランカルピー（約 2,000 万円） 
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２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

日本側 団長/総括 

 

本間 穣 

 

JICA農村開発部第 1 グループ 

貧困削減・水田地帯第 1 チーム長 

参加型開発 赤松 志朗 JICA国際協力専門員 

平和構築 平林 淳利 JICA社会開発部特別嘱託 

計画管理1 栗原 謙治 JICA農村開発部第 1 グループ 

貧困削減・水田地帯第1チーム ジュニア専門員

計画管理2 稲岡 美紀 JICAスリランカ事務所 所員 

評価分析 柿崎 芳明 （有）アールディーアイ 主任研究員 

 氏 名 所 属 

スリランカ側 A．ニコラスピッライ マナー県次官 
V．ヴィシュワリンガム 元マナー県次官 
N．ジャヤワタニ 
 

国家建設･エステートインフラ開発省計画課長

補佐 
B．シバピラガサム 東部州計画部副部長 

調査期間 2007 年 10 月 5 日〜10 月 25 日 調査種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（調査時点） 

（1）成果１：参加型によるコミュニティ行動計画が策定される 

十分に達成されたといえる。  

1）2004 年に対象 10 カ村で 16 回にわたるCAPワークショップが開催され、CAPが策定さ

れた。さらに、紛争地域における状況の変化に対応するために 2005 年と 2007 年にCAP

レビュー・ワークショップを開催した。 

2）これらのCAPレビュー・ワークショップを通じて、すべての参加者がCAPに関するス

キルや知識を深めた。現状では、対象コミュニティにおける計画的で積極的な形でのCAP

ワークショップの開催が可能になった。 

3）CAPワークショップで優先づけされたコミュニティのニーズの多くが、本プロジェク

トによって満たされた。プロジェクトの対象とならなかったニーズについても他のドナ

ーなどとの協力によって満たされた。 

 

（2）成果 2：コミュニティの基礎インフラが復旧される 

治安状況の悪化により、当初計画のすべては達成できないが、成果としてはおおむね達

成されている。 

1）治安状況の悪化によるマンタイ西郡におけるいくつかのインフラ工事の中断を除いて、

計画されたほとんどの基礎インフラ工事が完成した。 

2）マンタイ西郡では、治安状況の悪化にもかかわらず、CBOsがプロジェクトの継続的な

支援を受けずに、CMRをある程度自分たちで続けている。 
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（3）成果 3：CBOsが社会経済活動を行うための必要な能力を身につける 

おおむね達成されており、治安状況が改善されれば更なる成果達成が期待される。 

1）農業を含む社会経済活動に必要な研修がほぼ計画どおりに実施され、対象村での各種

活動の実績が向上してきている。 

2）コロンボの女性銀行の協力で開始した小規模グループによる貯蓄活動は、地域の支店

銀行を設立するに至り、社会経済活動の土台としてのモデルとなっている。悪化した治

安状況にもかかわらず、マンタイ西郡における各対象村の住民は、特に農業生産を継続

するための小規模融資へのアクセスが可能となった。 

3）1 年目と 2 年目は、計画どおりCAPワークショップのファシリテーション、CMRやグ

ループ貯蓄活動にかかわる能力形成を目的とした、セミナーやスタディツアーが実施さ

れた。 

4）対象村では、セメント・ブロック製造、養鶏、パルミラ椰子工芸、ブラシ・マット、

サリー・ペインティング、堆肥生産などの小規模な生計向上活動も開始された。 

 

（4）成果 4：行政官と対象村のCBOsの協働関係が強化される 

おおむね達成されている。 

1）CAPの実施に先立って、関連政府機関、NGOや地域住民との話し合いをもった。これ

が、コミュニティでの活動における関係者の協力体制や事業完了後の継続を保証するこ

とにつながっている。 

2）当時の北東部州政府事務次官とマナー県次官が、本プロジェクトが取り組んだジャフ

ナ大学ヴァウニア校での参加型開発に関するディプロマコースの開設を全面的に支援し

た。その結果、このコースは同校で 2007 年 8 月に開始された。 

 

（5）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト対象地域では、CAPとCMRを通じて、優先された基礎インフラの復旧と、

それら整備されたインフラの利用・活用による社会経済活動によって、コミュニティの復

興へ向けた能力が向上している。治安状況が悪化するという状況のなか、計画された活動

が実施され、アウトプットも確認されており、プロジェクト目標の指標もある程度達成し

ていることからプロジェクト目標がほぼ達成されたといえる。 

 

３－２ 評価結果の要約（調査時点） 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

1）本プロジェクトは、対象村におけるコミュニティ・インフラ整備や社会経済活動にか

かわる優先されたニーズを満たした。対象村の選定は、設定された基準によって政府支

配地域とLTTE支配地域の両地域から選定された。プロジェクトが採用したCAP、CMR方

式や参加型開発手法は妥当であり、地域住民やCBOsが問題解決のために地域資源を主体

的に利用する能力の形成につながった。 

2）プロジェクトの目標は、スリランカ政府の救済、復興、融和（Relief, Rehabilitation and 

Reconciliation：RRR）政策や開発政策と合致していることを確認した。 
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3）また、日本政府の外交政策やJICAの国別事業実施計画の方針とも合致している。本プ

ロジェクトは、JICAにおける対スリランカ援助の重点分野の協力でもある。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 

1）一部治安の悪化により達成が難しい成果もあるが、プロジェクト目標がおおむね達成

するに十分な成果が確認された。しかしながら治安状況の悪化やそれに伴う政府側の頻

繁な規則・規制の変更などがプロジェクトの運営に大きな影響を及ぼした。 

2）このような状況において、本プロジェクトは、プロジェクトの円滑な運営のために、

他ドナー、NGO、関連政府機関、治安部隊、LTTE、CBOsなど多様な関係者と友好的な

関係を構築・維持した。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度である。 

1）計画されたアウトプットについては、一部治安状況の著しく悪化した地域を除いて、

おおむね達成した。 

2）プロジェクトが投入した業務費、専門家、資機材、研修などは妥当であった。特に、

派遣した専門家が有する経験は、アウトプットの達成に大きく貢献した。また、他ドナ

ーとの協働や資源の動員は追加的な資源として有効活用された。 

3）マナー県次官が果たした調整や意思決定に関する機能は、プロジェクトの円滑な実施

にとって不可欠であった。 

4）6 カ月ごとに開催されたJCCはよく機能し、治安状況を含め協議された事柄が必要な措

置のために関係者で検討された。 

5）マンタイ西郡において、政府職員の配置が限られていたことや、治安状況の悪化によ

って 2006 年 8 月以降いくつかの基礎インフラ事業や社会経済活動が断念されたことなど

により、非常に限定的な活動となった。 

 

（4）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは高い。 

1）対象村やその近接村において社会経済活動による望ましい変化が確認された。また、

プロジェクトの活動による負のインパクトが確認されていない。 

2）対象住民が政府関係者とのコミュニケーションや交渉スキルを身につけたこと、地域

資源の利用・管理に関する知識などが向上していること、意識・態度が前向きに変化し

ていることなどから住民の能力がかなり高まった。 

3）プロジェクト対象地域における治安状況の悪化が、活動全般の障害になったが、「対象村

の社会経済状況が向上することによって対象村の人々が『平和の配当』を実感する」とい

う上位目標達成へ向けた、社会経済活動による望ましい変化が対象村で確認された。 

 

（5）持続性 

今後の治安情勢が予測不可能な現状では、プロジェクトの持続性を判断することは非常
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に困難である。停戦合意の遵守が、プロジェクトの持続性を保障する生命線である。 

1）対象村のCBOsにおける能力が、自らの手で各種の社会経済活動を実施できるまでに向

上している。地域住民も、政府職員とのコミュニケーションの知識を身につけた。また、

プロジェクトは、地域住民における個人の尊厳を保ちつつ、自信や信頼、連帯感の向上

に貢献した。さらに、対象村と近接村とのネットワークも生まれてきた。 

2）プロジェクトによって建設または修復された基礎インフラは、CBOsによって良好に利

用・管理されている。また、プロジェクトの研修によって習得したスキルによって、収

入の機会が増した。建設された基礎インフラや設備などの引き渡し手続きが現在進行中

である。 

3）政府職員においても、プロジェクト活動を通じてCBOsとの関係が強化された。基礎イ

ンフラ整備にかかる資金の一部が、追加的な建設工事のためにスリランカ政府の予算か

ら配分された。しかし、中央政府からこの地域の開発のために配分される予算は、限ら

れている。 

4）今後、政府による住民参加型のコミュニティ開発政策が開始される予定である。村落

ごとに必要な事業に優先順位をつけ、実施については住民の参加や現地リソースを活用

することになっている。本プロジェクトでとってきたCMR方式等は同政府の取り組みに

非常に有効であると考える。 

5）本プロジェクトの活動によって、対象村や地方行政関係者のレベルでは、それぞれの

能力が一定程度強化されてきたが、長年にわたる紛争の影響で、この地域における行政

管理の体制は十分とはいえない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）CAP及びCMR方式や参加型アプローチが紛争後地域における復旧･復興に有効であった。

 

（2）マナー県次官が果たした調整や意思決定に関する機能は、プロジェクトの円滑な実施に

とって不可欠であった。 

 

（3）プロジェクト専門家の現地語能力やスリランカでの村落開発における長い経験などが、

プロジェクトの実績の達成に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

1）当初、プロジェクト目標達成の外部条件として設定されていた、治安状況の維持が満

たされなかった。 

2）当初計画の規模や対象範囲が治安状況の好転を想定していたため、治安状況の悪化に

柔軟に対応することが困難であった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）LTTEとの交渉などが予想以上に時間のかかる過程であったため、チームリーダーをはじ

め専門家やプロジェクトスタッフの業務量が圧迫された。 
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2）2006 年 8 月以降の治安状況の悪化は、計画されたプロジェクト活動の実施に大きな影響

を与えた。結果として、LTTE支配地域へのEntry/Exit ポイントが頻繁に閉鎖されたり、日

本人専門家がプロジェクトサイトからくり返し待避する事態に至った。 

 

３－５ 結論 

プロジェクト対象地域であるスリランカ北部マナー県の対象村では、CAP及びCMRを通じ

て、優先された基礎インフラの復旧と、それら整備されたインフラの利用・活用による社会経

済活動によって、コミュニティの復興へ向けた能力が向上している。このように、計画された

活動とアウトプットがおよそ達成されたことから、プロジェクト目標がほぼ達成されたといえ

る。 

評価 5 項目の観点からは、対象村の選定が紛争地域におけるさまざまな要因を考慮して慎重

に行われたこと、CAPの策定プロセスを通じてコミュニティのニーズが把握され、優先事業が

決定されたこと、などから妥当性は高い。また、CAPやCMRがプロジェクト目標の達成に有効

であったことが確認されたことから、有効性も高いといえる。 

他方、プロジェクトの円滑な実施にとって、マナー県次官が果たした役割は大きいものの、

政府職員の配置が限られていたことや治安状況の悪化は大きな障害となったので効率性は中

程度と判断された。インパクトについては、対象村やその近隣村において社会経済活動による

望ましい変化が確認されているので高いと判断された。しかしながら、今後の治安情勢が予測

不可能な現状ではプロジェクトの持続性を判断することは非常に困難である。 

プロジェクト地域における治安の悪化は、特にプロジェクトの後半における進捗に大きな影

響を及ぼした。そのため、マンタイ西郡では、いくつかの活動を断念せざるを得ない状況とな

った。このように、治安の悪化による一部事業の断念はあったが、残された活動は、2008 年 3

月までに終了する見込みであることから、本プロジェクトは、計画どおり終了することが妥当

であると判断された。 

停戦合意の遵守が、プロジェクトの持続性の担保と今後の協力にとって生命線である。 

 

３－６ 提言 

上記の結果を受けて、以下の内容の提言を行った。 

（1）本プロジェクトの残りの期間に実施すべきこと 

プロジェクトの支援によって建設された施設の利用と維持管理が適切に行われるために、

住民組織と政府関係者が協力して、施設の引渡し手続きをプロジェクトの終了前に完了させ

ること。 

（2）本プロジェクト終了後に実施すべきこと 

・マナー県は、コミュニティ開発事業の一環としてプロジェクト対象村への支援を継続

して行うこと。 

・マナー県は、政府職員に対して参加型開発を通じたCAPやCMR事業に係る能力育成に

関心を払うこと。 

・シンハラ地域で実施されてきたCAP、CMRや女性銀行の活動が、タミル社会でも有用

であることが本プロジェクトの経験から証明された。加えて、これらの事業にかかわ

ったシンハラ人のコンサルタント、エンジニア、女性銀行の人々による活動がタミル
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地域での両民族の新たな交流をもたらした。これは、北東部での現状に対する相互理

解の拡大にもつながるものである。このようなアプローチを他の事業でも取り入れる

ことが望ましい。 

・治安状況の悪化のため中止されたインフラ工事については、状況の好転が望めないな

か、実施を断念（abandon）し、当初計画どおり本プロジェクトは 2008 年 3 月に終了

することが適当である。しかしながら、これらのインフラ工事に対するスリランカ側

の関心は高く、今後の治安状況の変化に合わせて、どのような対応が可能かにつき、

日本・スリランカ国側双方で検討していく必要がある。 

 

３－７ 教訓 

本プロジェクトは、治安情勢が不安定な地域における復旧・復興事業として、JICAでは初め

ての試みであることから、以下のような点を教訓として取りまとめた。 

（1）関連機関との調整が重要である 

紛争地域での広範な課題の解決には、中央政府、地方行政機関、国際機関やNGOなどと

の調整や協働が重要である。本プロジェクトでは、マナー県次官が、関係者間の調整にお

いて特に重要な役割を果たした。 

 

（2）紛争地域ではコミュニティにおける能力育成を通じた復旧・復興が有効である 

紛争地域では、「平和の恩恵」として基礎インフラの整備といった目に見える成果が不

可欠である。本プロジェクトでは、CAP及びCMRを通じて基礎インフラの整備とコミュニ

ティの能力形成をともに行った。これによって、住民たちは一体感や自信、自立心を取り

戻した。 

 

（3）プロジェクト・マネジメントにおいて紛争後地域における固有性に留意すること 

紛争後地域では、地雷除去、住民への土地の配分・権利など固有な課題に留意すること

が必要となる。今後の類似事業への参考とするため、本プロジェクトでの経験を取りまと

め、その経験を共有することが重要である。 

 

（4）プロジェクトの実施体制（人員）において対象地域の特殊性や固有性を考慮すること 

紛争地域の復旧・復興事業では、対象地域における居住者と国内避難民の関係、異なる

グループでの土地配分、政治、民族、宗教など種々の課題に慎重に留意する必要がある。

JICA専門家でそのような課題に対応でき得る人材は非常に限られているが、そのような要

求に応えるためには、現地の人材を活用することも考慮すべきである。本プロジェクトの

場合は、プロジェクトの実施において、ナショナルスタッフが優れた能力を発揮した。ま

た、日本人専門家の現地語能力やスリランカでの村落開発の経験がプロジェクトの実績を

生み出すことにつながった。 

 

（5）「紛争後」というステータスの相違 

本プロジェクトは、紛争後の支援という位置づけではあったが、紛争後の状況の変化（武

装解除、地雷の除去、帰還民の動きなど）は他の「紛争後支援」プロジェクトの事例によ
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って異なる。本件のように「紛争後」という前提条件が危ぶまれる事態も起こり得ること

を認識したのは大きな教訓になったと考える。治安状況悪化にもかかわらず、関係者の努

力により事業実施に適切な対応をとってきた。しかし、不測の事態への備えとして、当初

計画の規模や対象範囲の設定、事業の展開方法等に柔軟性をもたせ、リスク回避策とする

ことも必要と考える。 

 

  




